非常用自家発電設備整備事業に係る事前エントリー票
　【提出にあたっての注意事項等について】
１　必要事項を記入又は該当する項目にチェックを入れてください。
２　特別養護老人ホームに併設するショートステイについては補助対象外です。その場合には『補助対象面積確認シート』を作成し、面積按分により補助対象事業費を算出してください。また、面積按分をしたことがわかる資料（施設の面積表や平面図（専用面積、共用面積を色分けしたもの））を添付してください。
３　提出資料　
　データで提出（送付先：kf-tokuyouseibi@city.yokohama.lg.jp）
　　(1)　非常用自家発電設備整備事業に係る事前エントリー票（本紙）
　(2)　補助対象面積確認シート
　(3)　面積按分をしたことがわかる資料（施設の面積表や平面図（専用面積、共用面積を色分けしたもの））
(4)　平面図の写し（当該事業所全てのフロア（階）の分）
(5)　位置図（最寄り駅や公園などの目標物が入り、施設の位置を記した地図）の写し
(6)　写真（現況及び改修箇所が分かるもの　※設置位置等を丸などで囲んで図示）
(7)　２社以上の見積書（原則、横浜市内事業者(※)）
※横浜市契約規則(昭和39年3月横浜市規則第59号)第7条に規定する一般競争入札有資格者名簿における所在地区分が市内である者、登記簿における本店又は主たる事務所の所在地が市内である者並びに主たる営業の拠点が市内である個人事業者及び登記簿に登記されていない団体となります。
※自家発電設備の設置工事を行う工事業者は、建設業法による業種許可等の規制が課せ
られます。そのため、500万円以上の自家発電設置整備工事は登録工種が【17：電気】または【21：機械器具設置】となりますので、必ずご確認ください。
　（上記工種以外の業者による施行は認められません）
４　提出期限
令和８年４月10日（金）17時00分
５　併設する事業所の場合は、事業所ごとに本票を作成してください。





























記入年月日　　令　和　　　　　年　　　　　月　　　　　日
法人名称　　　　　　　　　　　　　　　
法人所在地　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 法人代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　 


１　事業所情報等について
　　施設名等を記入してください。
(1)　施設名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(2)　施設種別
　　ア　☐　特別養護老人ホーム
  　イ　☐　介護老人保健施設
ウ　☐　養護老人ホーム
　　エ  ☐　軽費老人ホーム
　　オ　☐　介護医療院
(3)　施設所在地
　　　〒　　　－
　　　横浜市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(4)　開設年月日
　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日
(5)　担当者氏名（ふりがな）
　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(6)　電話番号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(7)　電子メールアドレス
　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 (8)　福祉避難所協定締結状況
[bookmark: _Hlk216291926][bookmark: _Hlk216291844]　　　☐　有
　　　　　無
(9)　ＢＣＰ（業務継続計画）の策定状況
　　　☐　作成済み（作成時期　　　年　　月　　日）　
　　　☐　作成見込み（令和　年　月頃作成予定）
　☐　未作成(未作成の場合は原則補助対象外です) 
 (10) 非常災害対策計画の作成状況
　　　☐　作成済み　（作成時期　　　年　　月　　日）
　☐　作成見込み（令和　年　月頃作成予定）
　☐　未作成(未作成の場合は原則補助対象外です)
[bookmark: _Hlk216350156](11) 施設や用地に対する現在の抵当権設定状況
[bookmark: _Hlk216353579][bookmark: _Hlk216291902]　 　☐　有（有の場合は原則補助対象外です。ただし、補助対象内となり得る場合がありますので、
　　　　　　 詳細は通知文をご確認ください。）
[bookmark: _Hlk216202704]　 　☐　無　　　　

２　建物状況について
　　建物の状況を記入してください。
なお、建物内に併設施設等がある場合は、事業所部分と全体部分をそれぞれ記入してください。
(1)　竣工年月日
　　　　　　　年　　　　　月　　　　日
(2)　階数
　　 　地上　　　　　階・地下　　　　　階建て（うち事業所部分　　　　　　　階）
(3)　所有形態
☐　自己所有　　　☐　借家

３　利用者について
 (1)　施設定員
本入所　　　　　人、ショートステイ　　　　　人
[bookmark: _Hlk216292156][bookmark: _Hlk216201889][bookmark: _Hlk216201883](2)　直近の全入所（居）者、利用者の数（延べ人数）（R7.4月～R8.3月）
　　　　　人
[bookmark: _Hlk216201903]※「直近１年間の利用者数（延べ人数）」は、例えば、1日15人が365日間利用した場合は、
[bookmark: _Hlk216201076]15人×365日＝5,475人と算出し、5,475と記入してください。
[bookmark: _Hlk218623446](3) （2）のうち、医療的配慮（人工呼吸器・酸素療法・喀痰吸引等）が必要な者
[bookmark: _Hlk216201925]延べ人数（R7.4月～R8.3月）
　　　　　人

４　工事について
 (1)　工事の具体的内容（どのような危険性を改善するためのどのような工事内容か、
　 具体的に明記してください）
　　　また、現在の非常用自家発電設備の有・無、有りの場合、規模や設置した時期なども併せて
記載してください。








 (2)　電気・ガス等のライフラインや物資等の供給が寸断された場合において、発災後何
　 時間の事業継続が可能か（72時間の事業継続が可能な設備であることが原則）。
　　　　　　　時間
 (3)　今回導入する機器の設置場所は適切か。
　 ※浸水等が想定されない場所、大規模地震の際に揺れの激しい場所に設置を検討していないか
    ☐　はい　  ☐　いいえ
(4)  設置に当たって耐震性が確保されていることが分かる資料の整備ができるか（※１）
　　☐　はい    ☐　いいえ
(5)  設置予定の機種について
　　☐　設置に当たり施設に付帯する工事を伴うものである。
　　※持ち運び型・プラグ接続型のポータブル発電機は補助対象外です。
(6)　工事を予定している部分の改築・改修年月日（過去に改修を行った場合のみ記入）
　　　　　　　　年　　　　　月　　　　日
 (7)　総事業費（２社からの見積書のうち、安価な金額）
　　　  　　　　　　　　　　　　円
 (8)　補助対象経費の実支出予定額
　　　併設する施設がある場合は面積按分により、補助対象事業費を算出してください
（安価な方の見積額÷施設全体の床面積）× 補助対象部分の面積
　　　　　　　　　　　　円

（※１）について
・耐震性が確保できていることが分かる資料は、契約書案やアンカーボルト計算書を想定しています
が、その他、耐震性の確保された整備がされることを担保する資料を含みます。
・資料については、提出を求めた際に提示が可能となるように整備しておいてください。
・耐震性が確保できていることが分かる資料を整備していただく主旨は、非常用設備等の整備後に耐
震性が確保されていることを証するためです。
・エントリー後に資料を整備することが確実であると判断できる場合などは、エントリーを受付けま　
　す。

　質問項目は以上です。ご記入いただいた本紙エントリー票を、令和８年４月10日（金）までに健康福祉局高齢施設課へご提出ください。

